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本 庁 関 係 部 ・ 課 環境保全課

調 査 研 究 期 間 平成 16 年度 － 18 年度 （3 年間）

１．■行政研究 □課題研究
□共同研究（共同機関名： ）

調 査 研 究 種 目 □受託研究（委託機関名： ）
２．■基礎研究 □応用研究 □開発研究
３．□重点研究 □推奨研究 □ＩＳＯ推進研究

ふくおか新世紀計画 大項目：Ⅱ快適で潤いのある循環型社会づくり
第２次実施計画 中項目：健全な水循環系の形成

小項目：１利用目的に応じた水質の保全

福岡県環境総合基本計画 柱 ：２生活環境の保全
（Ｐ20,21）※環境関係のみ テーマ：③水環境の保全（健全な水循環の確保）

キ ー ワ ー ド ①有明海流入河川 ②汚濁負荷 ③懸濁物質 ④感潮域 ⑤地理情報システム(GIS)

研 究 の 概 要

１）調査研究の目的及び必要性
平成15年に福岡県は有明海再生特別措置法に基づき「有明海の再生に関する福岡県計画」を策定し，陸域から有明海に流入する

汚濁負荷量の把握と，汚濁負荷量の変化が海域に与える影響に関する調査研究を行うこととした。この中で環境部環境保全課は
「有明海流域汚濁負荷対策調査」として，負荷量の把握とその削減対策の検討を行うこととしていた。本研究は，環境保全課の「有
明海流域汚濁負荷対策調査」と連携し，陸域からの有明海への負荷量把握と感潮域での汚濁物質挙動の検討を行ったものである。本
研究で得られた知見等は環境保全課等に報告し，行政施策検討に資することを目的とした。

２）調査研究の概要
有明海に流入する汚濁負荷量の把握と感潮域における汚濁質の挙動について調査を行った。汚濁負荷量の把握として汚濁ﾌﾚｰﾑ作

成及び原単位法による負荷量計算を行った。併せて，降雨時流出を考慮した年間負荷量の把握も行い，流域の特性把握と年変動の
検討を行った。さらに，有明海流域の特徴である感潮域における水質変動及び汚濁質の挙動についても検討した。

３）調査研究の達成度及び得られた成果（できるだけ数値化してください。）
平成16年度（１年次）
�汚濁負荷量調査：有明海流域を主な河川毎に流域分割し，流域毎のBO D ,C O D ,T-N ,T-Pの汚濁負荷量を現在（H 15年）及び将来（H 22年,
H 27年, H 32年)について試算した。また，市町村毎の汚濁負荷量も併せて試算し，流域或いは市町村毎の主な汚濁原因の推定を行った。（行
政報告１回，報文１回）
�降雨時負荷量調査：閉鎖水系における負荷量解析では，降雨時流出を考慮することが必要であるため，計3回の降雨時調査を実施し，筑後
川及び矢部川の降雨時流出特性や各汚濁質の挙動を検討した（行政報告１回，学会発表２回）。
平成17年度（２年次）
�年間負荷量の算定と年変動の検討：前年の降雨時負荷量調査結果から流量－負荷量関係を求め，平成16年の年間負荷量の算出を行っ
た。同回帰式を用いて過去５年分の負荷量の推移を検討した。（行政報告１回，報文１回）
�感潮域水質変動調査：筑後川及び矢部川の合計12カ所の感潮域地点で，24時間の水深1m毎の水質観測を行った。さらに，両河川の1地
点で表層水と底層水をｻﾝﾌ ﾘ゚ﾝｸ じ，詳細な水質変動を検討した。
平成18年度（３年次）
矢部川等の感潮域底質を採取し，底質の懸濁が水質に与える影響等を調査すると共に，底質に含まれる汚濁質濃度と鉛直方向の分布を検

討した。

４）県民の健康の保持又は環境の保全への貢献
有明海の環境変化に関する研究は多くの研究機関で実施されているが，行政施策の参考となりうる詳細な流域毎の負荷量把握等

は行われていない。本研究の流域毎の負荷量把握で得られた結果は，事業場対策や生活排水対策などをどの流域に対して優先的に
行うかなどを検討するのに資することができると考えられる。また，降雨時負荷量を考慮した年間負荷量の把握調査では，流出負
荷量の季節変化や年変動が大きいことが明らかなり，筑後川流域全体の流域管理に情報を提供できたと考えられる。さらに，感潮
域における水質挙動調査では，感潮域における水質評価に対して情報を提供できたと考えられる。

５）調査研究結果の独創性，新規性
有明海に関する調査研究は多くの機関で実施されているが，研究申請当時，農林水産省調査検討委員会は，有明海に対する陸域からの

汚濁負荷の把握（経年変化や汚濁機構解明）が残された課題として挙げられていた．また，当課題は有明海流入河川である筑後川や矢部川を
有する当県にとっても重要であった。得られた結果は，有明海流入河川の保全対策及び有明海の保全に有効であると考えられる。

６）成果の活用状況（技術移転・活用の可能性）
汚濁負荷量調査，降雨時負荷量調査及び感潮域水質調査の結果は、環境部環境保全課へ報告した。これらの報告は汚濁負荷量削減対

策等の検討の資料として活用されると思われる。また，一部矢部川に関する調査部分は，矢部川水系の類型指定見直し事業に活用された。
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